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独立行政法人福祉医療機構 

借入金利子補給費の手続等 

（制度の概要） 

【個人情報について】 

独立行政法人福祉医療機構借入金利子補給費交付申請書類に記載された個人情

報については、適正に管理を行い、独立行政法人福祉医療機構借入金利子補給費

交付事務の目的以外に利用することはありません。 



 

 

 

公益財団法人 東京都福祉保健財団 

運営支援室  施設支援担当 

 

 

独立行政法人福祉医療機構福祉貸付資金借入に関する財団の役割について 

 

 

１．福祉医療機構福祉貸付資金借入に関する相談業務・借入申込書の作成サポート 

〇 社会福祉法人等が福祉医療機構から借り入れた福祉貸付資金に対する利子補給を行っていることから、

借入申込書作成のサポートを行っております。 

 

 

  

※ 利子補給の算定にあたっては、福祉医療機構において事前に融資相談を行ってください。 

（補助協議の際も同様となります） 

 

※ 利子補給の初回相談の際には下記の書類をご提出ください。 

      ・機構借入金額積算内訳表（機構様式）  ・施設整備事業計画書 

 ・設計図面               ・補助金算出内訳表（補助金・交付金算定様式 ）  

 ・敷地の公図              ・資金計画表 

・工程スケジュール           ・面積・事業費按分表及び資金調達内訳一覧表 

 

 

 

２．福祉医療機構福祉貸付資金借入に伴う東京都への進達並びに福祉医療機構への申込取次ぎ業務 

〇 福祉医療機構から借入を行うにあたっては、東京都及び区市町村が交付する「意見書」及び「意見書添

付様式」（借入申込書様式）が必要となります。これは、当該法人の福祉貸付資金借入申込に関する事業

計画等が妥当であることを証左するためです。 

○ 当財団では、当該法人が作成した借入申込書をお預かりし、東京都への進達を行っております。 

東京都より意見書が交付された後、財団を経由して福祉医療機構へ借入申込書を送付、その後福祉医療

機構が内容等に不備がないことを確認してから、２週間程度を経て当該法人の申込が受理されます。 

 

なお、福祉医療機構は、借入申込受理前の工事請負契約締結・着工を原則として認めていません。

申込受理前に契約等を行ったものについては融資が受けられなくなる場合がありますの

でご注意ください。 

 

  

利子補給の算定にあたって 
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３．福祉医療機構借入金利子補給業務 

〇 福祉医療機構では、受理した借入申込書及び添付書類に基づき、融資審査を経たうえで、承認されたも

のについて貸付を内定し、金銭消費貸借契約を締結します。 

○ 当財団では、福祉医療機構と金銭消費貸借契約を締結した法人から利子補給費の交付申請を受け、申請

内容確認後に利子補給費を再算定し交付決定を行います。 

○ 償還開始後は法人からの請求に基づき、必要書類を確認のうえ、利子を補給します。 

○ なお、借入金利子については必ずしも機構に支払った利子の全額が補給の対象とはなりません。 

○ また、福祉医療機構の保証人不要制度（一定利率を上乗せすることで連帯保証人を不要とする制度）を

利用する場合、その保証に係る部分の利子については、利子補給の対象外となります。 

 

 

≪利子補給交付申請手続き≫ 

① 福祉医療機構に借入申込を行った法人には、当財団から利子補給費交付申請書をお渡ししますので、

福祉医療機構と契約締結後、必要事項を記入の上、金銭消費貸借契約証書の写し等添付書類と共に提出

してください。 

②  申請書類の内容を確認し、交付予定額再算定後、当財団から「福祉医療機構借入金利子補給費交付予

定者決定通知書」と「利子補給費年次表」を送付します。 

③  当財団から「独立行政法人福祉医療機構借入金利子補給費の交付請求について／利子補給費交付請求

書」を送付します（送付時期等は下表参照）。 

④  福祉医療機構に利子を支払った後、利子補給費交付請求書に利子を機構に支払ったことを証する書類

の写しを添付して当財団へ請求してください。 

⑤  当財団で支払内容を確認し、法人が指定する金融機関に振込みます。 

 

≪利子補給費交付請求書の提出及び利子補給費の交付時期≫ 

利子の支払い月 請求書送付時期 

（当財団⇒法人） 

請求書提出期限 

（法人⇒当財団） 

交付予定時期 

４月 ～ ６月 ４月下旬 ６月２１日（水）必着 ７月上旬 

７月 ～ ９月 ７月下旬 ９月２１日（木）必着 １０月上旬 

１０月 ～１２月 １０月下旬 １２月２０日（水）必着 １月上旬 

１月 ～ ３月 １月下旬 ３月２１日（木）必着 ４月上旬 

 

 

◎ 参考 

・福祉医療機構ホームページ（https://www.wam.go.jp/hp/） 

・財団ホームページ（https://www.fukushizaidan.jp/） 

 

※ご不明な場合には、当財団の運営支援室施設支援担当（電話【０３(３３４４)８６３５】）までお問い合わせくだ

さい。 
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○福祉医療機構への借入申込から財団利子補給までの流れ

⑨

⑩

⑪

⑭

⑮

⑯

福 祉 保 健 財 団 法 人 福 祉 医 療 機 構

当財団で支払内容を確認後、利子補給費を交付します。

福祉医療機構との契約内容、利子補給費交付申請時の実事業費等により、利子補給対象額を算定し、利子補給費交付予定額を決
定します。

福祉医療機構に利子を支払ったことを証する書類の写し及び支払金額を確認するため。福祉医療機構から送付される「払込みの
ご案内」または｢預金口座振替のご案内｣または「償還約定表」を添付のうえ請求してください。

利子補給費交付時期に「独立行政法人福祉医療機構借入金利子補給費の交付請求について/利子補給費交付請求書」を送付しま
す。

福祉医療機構からの資金交付がありましたら、財団にご連絡ください。

平成２２年度から元金及び利息の支払い方法が、原則毎月償還となりました。
そのため、福祉医療機構との契約締結後、すみやかに利子補給費交付申請書を当財団へ提出してください。この申請がないと利
子補給ができなくなります。

① 借入に関する相談

② 福祉医療機構借入に

関する相談
③ 利子補給対象額の試算

④ 福祉医療機構借入

申込書提出（正・副２部）
※区市町村の意見書を添付する

申込書提出時期

・創設法人は、法人設立認可審査会と並行審査

・既設法人は、都・区市町村の補助金交付内示⑤ 福祉医療機構へ

借入申込書送付
※都の意見書は財団が取得

※財団への申込書類提出から

福祉医療機構への正式借入申

込まで約１ヶ月

⑥ 借入申込・申込受理

受理票 発行
※申込後、受理票発行まで約2週間

⑧ 審査会・貸付内定

内定通知 発行

約１ヶ月

⑩ 契約

金銭消費貸借契約証書 発行
※資金実行の約１ヶ月前に契約締及び

担保物件に抵当権設定する

⑫ 利子補給の申請
※契約後速やかに

⑭ 利子補給予定者

決定通知 発行

⑮ 「払い込みのご案内」

または

「預金口座振替のご案内」

⑯ 利子の支払開始
※契約日の翌々月の１０日。

★⑰ 利子補給費

交付請求書 送付

★⑱ 福祉医療機構への

支払証明を添付して請求

★⑲ 利子補給費 交付

⑳ 資金交付（最終）

償還約定表 送付★⑰⑱⑲は福祉医療機構への

償還が完了するまで繰返す。

⑬ 資金交付（一部）

約１ヶ月

⑦ 契約状況等連絡（受理）

⑨ 契約状況等連絡（内定）

⑪ 契約状況等連絡（契約）

⑩ 契約
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福祉貸付資金借入申込書類（総合チェックリスト）
※作成にあたっては「福祉貸付資金（直接貸付）借入申込みの手引き」をご確認ください。

書類
番号

様式 借 入 申 込 書 及 び 添 付 書 類 該 当 提 出 事 項 等
☑欄
(紙)

☑欄
(電子)

0 ○ 主な説明項目
融資相談時等において提出されていない場合は
忘れずに添付してください。

1-1 ○ 借入申込書

1-2 ○ 借入申込計画概要

1-3 ○ 積算内訳

2-1 ○ 都道府県・市区町村意見書（原本）

2-2 ○ 意見書別添

3-1 ● 法人役員の一覧 役員及び監事についてご記入ください。

3-2 ● 法人評議員の一覧 評議員についてご記入ください。

3-3 ○ 開設施設の状況

3-4 ● 法人の主な概要

3-5 ○ 借入申込時確認シート

4 法人登記簿謄本又は登記事項証明書（原本）
新設法人の場合は認可申請書及び法人設立時の
財産目録を添付してください（案でも可）。

5 理事長の履歴書（新設法人の場合は予定者）

6
直近１ヵ年の全ての決算書
（拠点別・事業別明細を含む）

既設法人で借入実績がない場合は２ヵ年の決算
書を添付してください。

7 ○ 建築工事費等見積書（原本）
融資率や貸付利率が異なる施設を整備する場合
は施設ごとに分けて作成してください。

8
建物の配置図・平面図・施設(事業)別部屋別面
積表

9
敷地の権利関係を示す書類「贈与・売買契約書」
「地上権、賃借権及び定借権等設定契約書」（写）

贈与・売買契約書：今次事業で新たに取得する土地・建
物
地上権、賃借権及び定借権等設定契約書：今次事業で貸
借する（既にしている）土地・建物

10 ●
建築資金等の贈与者（共募受配者指定寄付含
む）の状況

11 建築資金等贈与契約書（写）

12 贈与者の預金残高証明書（原本） 発行元に確認する場合があります。

13 ○
当機構宛て情報交換承諾書（原本）及び協調融
資金融機関宛て同承諾書（写）

協調融資による民間金融機関借入が含まれてい
る場合は添付してください。

14 ● 資金収支見込計算書 積算根拠を添付してください。

15 ○ 既往借入金の状況（法人全体）

16 ○ 敷地、建物、担保予定の状況

17 公図上の建物配置図

18
借入、担保提供及び保証人に関する借入申込法
人理事会議事録(新設法人は準備委員会)（写）

「○○千円を借入申込する」「償還期間○年・据置期間○年・
変動/固定金利」「○○の土地・○○の建物を担保提供する」
「○○を連帯保証人とするor連帯保証人不要制度を利用する」
の内容について諮り、承認を得たことが明示されたもの。

19 担保物件の登記簿謄本又は登記事項証明書（写
し、登記情報提供サービス（全部事項）でも可）

20 借地の登記簿謄本又は登記事項証明書（写し、登
記情報提供サービス（全部事項）でも可）

計画敷地が借地で担保提供できない場合に該当
するものです。

21 地番付き道路の登記簿謄本又は登記事項証明書
（写し、登記情報提供サービス（全部事項）でも可）

進入路部分に接する土地に公図上地番が設定さ
れている場合に添付してください。

22 ○
借地に係る施設建築及び抵当権設定にかかる確認書
（写）

今次計画敷地が借地の場合に作成してください。
※原則として敷地全体が公有地の場合はご提出不要で
す。

23 担保物件の評価書類（原本）
（既存）建物：固定資産管理台帳等決算の明細書　等
土地：自治体が発行する固定資産評価証明　等

24 ○ 連帯保証人承諾書（原本） 連帯保証人の場合に提出してください。

福祉医療機構が必要に応じて求める書類
建築確認申請書（第一面～第六面）、確認済証、直近の
合計残高試算表（資金収支、事業活動、貸借）、公募要
項等

（注１）「様式」欄が○になっている書類は機構が指定する様式で作成願います。「様式」欄が●になっている書類は機構が指定している様式はあり
　　　ますが、補助金の協議書類に同様の書類があればその書類を代用しても構いません。

（注２）「☑欄（電子）」に斜線が入っていない書類については、CD-ROM、DVD-ROM等を用いて電子ファイル（Word、Excel、PDF等）
　　　　で提出しても構いません。

書類番号1-1から1-3はセットの書類になるので添付漏
れがないようにしてください。
※経営資金用借入申込書は、借入申込計画概要（1-2）
及び積算内訳（1-3）が1枚にまとめられています。

書類番号2-1、2-2はセットの書類になるので
添付漏れがないようにしてください。

そ の 他
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機構借入金額積算内訳〔金額単位：千円〕

【１．建築資金及び設備備品整備資金】

1 建築工事費
2 特別工事費

2-1 大型設備等工事費
2-2 特殊工事費

うち解体撤去工事費
　 うち仮設施設整備工事費

3 設計監理費
4 設備備品整備費

《機構基準事業費の算出内訳》

《借入申込金額の算定》
（１）控除する補助金・交付金の算出

（ ） （ ）× 1.5 ＝( ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（２）機構借入金の算出（下段はうち無利子分の算出）

（ － ） × 90 ％ ＝ ≧

（ － ） × ％ ＝ ≧

(注)無利子分の算出における基準事業費：控除する補助金額のうち無利子分対象額に３分の４を乗じた額

【２．土地取得資金】 融資対象事業に係る建物の延べ床面積： ㎡

千円 千円 千円

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

円/㎡ 円/㎡ 円/㎡

（ － ） × 90 ％ ＝ ≧

機構基準事業費 設置・整備資金
借入申込金額
(Ⅰ)+(Ⅱ)450,000 360,000

実際事業費

合　計
（A) （B)

478,050

国庫補助金（自治体義務的負担分含）
次世代交付金、安心こども基金（〃）

保育所等整備交付金（〃）

都道府県・指定都市・中核市補助金　①

地域介護・福祉空間交付金及び
地域医療介護総合確保基金

交付決定額
②

控除対象交付金額の上限
③

②の対象事業に対する自
治体からの交付決定額

④

合　計

令和5年度事業

区　　　　　　　　分

18,000 18,000
10,050

本  体
大型設備等金額 解体金額 仮設金額

定員数・施設数 単価 金額

378,000

施設種類

100,000

（注）建築工事費・特別工事費(含大型設備・特殊)・設計監理費は、建築工事費等見積書に記載の金額と合致させて下さい。

本体 360,000

360,000

60 6,000

今次計画に対して受ける
補助金及び交付金総額

170,480 341,880

自治体の単独（上積）補助金⑤ 民間補助金⑥

171,400

基準事業費
（（A)と(B)のいずれか低い額）

控除する補助金額 融 資 率 借入金の上限 借入申込金額(Ⅰ)

378,000 171,400 185,940 100,000

区     分 実際事業費 融資限度面積 基準事業費 参考(全体分)

(a) (b) (c) {(a)－(b)}×(c)

取得費

(d) (e) (f) {(d)－(e)}×(f)

基準事業費
控除する補助金額

（土地分)
融 資 率 借入金の上限 借入申込金額(Ⅱ)

単  価

面  積

(g） (h) (i) {(g)－(h)}×(i)

借入申込書 3/3
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利 子 補 給 費 対 象 額 算 定 表

（ ）

人 人

％ （ 申込時 ）

1 2 3

Ａ 千円 Ｃ 千円 E 千円

（ ）

（ ）

（ ）

D

Ｂ ＝ 円

1 本体（生活介護、自立訓練、就労移行・継続支援） 円 × × ＝ 円

施設入所支援整備加算 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

2 共同生活介護・共同生活援助 円 × × ＝ 円

3 短期入所事業 円 × × ＝ 円

4 障害児施設（入所） 円 × × ＝ 円

短期入所整備加算 円 × 人 × ＝ 円

発達障害者支援センター整備加算 円 × 事業 × ＝ 円

5 障害児施設（通所） 円 × 人 × ＝ 円

発達障害者支援センター整備加算 円 × 事業 × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

※ ＡとＢを比較し、金額の低い方をＣとする。 Ｃ ＝ 千円

D －
（ 千円 － 千円 ） × 80 ／ ＝ 千円

： ＝

千円 円

年間

千円 千円

千円 千円

千円 千円土 地

内 訳
機構借入額 100,000 利子補給対象額 81,500

一 般 100,000 一 般 81,500
土 地

利子補給費対象額 81,500 利子補給額 2,686,044

利 子 補 給 期 間

100 81,500
土 地 土地取得分機構借入額と利子補給費対象上限額（50,000千円）を比べて低い方の額

20

千円

利子補給費対象
借入限度額

（１０万円未満切捨）

必要と認める経費の合計 　E
建 物 443,850 341,880

C の 算 定 415,800

人

ユニット

床

発達障害者支援センター整備加算 事業

就労・訓練事業等整備加算 事業

短期入所整備加算 ユニット

6,300,000 60 人 1.1 415,800,000

人

合 計 478,050

必要と認める経費の算定 415,800,000

                  種　　　　　　　　　　別 単　　　　　価 高層化(×1.1) 利子補給対象額

当 初 運 転 資 金 等

合 計 478,050 443,850

上限 50,000 千円

機構融資対象外工事費

備 品 費 10,050 10,050 ※ 必要と認める経費の説明
　・本体、冷暖房、浄化槽、エレベーター、スプリンク
ラー
　  工事費、就労・訓練整備の合計額(Ｃ)は必要と認め
る
　　経費の算定の合計額(Ｂ)と各実事業費の合計額(Ａ)
と
　　のいずれか低い方の額とする。

土 地 取 得 費

仮 設 施 設 銀 行 借 入 （ 建 物 ）

設 計 監 理 費 18,000 18,000 福祉医療機構借入金 100,000

大 型 設 備 等工 事費
※ 就 労 ・ 訓 練 整 備 を 除 く 。

財 団 土 地 貸 付 金

解 体 撤 去 銀 行 借 入 （ 土 地 ）

贈 与 金（ ス プ リ ン ク ラ ー ）
( 就 労 ・ 訓 練 設 備 ) 自 己 資 金 36,170

本 体 工 事 費

450,000 415,800

計 341,880
（ 冷 暖 房 ） 区 市 町 村 補 助 金（ 浄 化 槽 ）
（ 乗 用 エ レ ベ ー タ ー ）

170,480

区 分 実　事　業　費 必要と認める経費 民 間 補 助 金

構造 　１ 耐　火　　２ 準耐火　 ３ その他 建築延床面積 375.54 ㎡ 都 上 積 補 助 金

区分 施設整備 設備整備 土地取得 国 ・ 都 補 助 金 171,400

千円 償 還 方 法 月賦

整 備 計 画 資 金 計 画

整 備 後 生活介護５０人・就労継続Ｂ型１０人

福 祉 医 療 機 構
借 入 計 画

借 入 額 100,000 千円 利 率 0.3

利 子 額 3,295

社会福祉法人 ○○会

対象事業
（ 施 設 ）

施 設 名 △△園 種 類   障害施設　多機能型 新設

利 用 定 員
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【利子補給費シミュレーション】

円

円

円

円

(単位：円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

225

226

227

228

229

230

231

232

233

234

235

236

237

238

239

240

法人名 社会福祉法人 ○○会
借 入 金 額 100,000,000 元金据置期間 24ヵ月

（ 有 利 子 分 ） 100,000,000 償 還 期 間 20年

（ 無 利 子 分 ） 年 利 率 0.30%

利子補給対象借入額 81,500,000 返 済 方 法 月賦

回数

機　　　構 財　　　団

借入残高
償還金 各年次の

合計
補給対象借入残高 補給対象償還額 利子補給額

各年次の
合計（うち有利子分） 償還元金 利　息

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 300,000 81,500,000 20,375 244,500

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 25,000 81,500,000 20,375

100,000,000 100,000,000 640,000 25,000 940,000 81,500,000 500,000 20,375 244,500

99,360,000 99,360,000 460,000 24,840 81,000,000 375,000 20,250

98,900,000 98,900,000 460,000 24,725 80,625,000 375,000 20,156

98,440,000 98,440,000 460,000 24,610 80,250,000 375,000 20,062

97,980,000 97,980,000 460,000 24,495 79,875,000 375,000 19,968

97,520,000 97,520,000 460,000 24,380

7,360,000 7,360,000 460,000 1,840

5,625,000

375,000 1,500

79,500,000 375,000 19,875

6,000,000

375,000 1,4066,900,000 6,900,000 460,000 1,725

6,440,000 6,440,000 460,000 1,610 5,250,000 375,000 1,312

5,980,000 5,980,000 460,000 1,495 5,545,530 4,875,000 375,000 1,218 20,808

5,520,000 5,520,000 460,000 1,380 4,500,000 375,000 1,125

5,060,000 5,060,000 460,000 1,265 4,125,000 375,000 1,031

4,600,000 4,600,000 460,000 1,150 3,750,000 375,000 937

4,140,000 4,140,000 460,000 1,035 3,375,000 375,000 843

3,680,000 3,680,000 460,000 920 3,000,000 375,000 750

3,220,000 3,220,000 460,000 805 2,625,000 375,000 656

2,760,000 2,760,000 460,000 690 2,250,000 375,000 562

2,300,000 2,300,000 460,000 575 1,875,000 375,000 468

1,840,000 1,840,000 460,000 460 1,500,000 375,000 375

1,380,000 1,380,000 460,000 345 1,125,000 375,000 281

920,000 920,000 460,000 230 750,000 375,000 187

460,000 460,000 460,000 115 5,528,970

合 計 100,000,000 3,295,140 81,500,000 2,686,044

375,000 375,000 93 7,308
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○ 利子補給費交付事業の概要 

名 称     独立行政法人福祉医療機構借入金利子補給費交付事業 

交付対象 

・福祉医療機構から借り入れた福祉貸付資金の対象となった費用。 

 ただし、更生保護事業は除く。 

・定期借地権の利用による一時金に対する貸付は除く。 

・福祉貸付の経営資金及び医療貸付は除く。 

・宗教法人・医療法人・NPO法人・営利法人は対象外。 

・中核市に所在する施設は対象外（一部施設を除く）。 

利子補給費対

象借入限度額 

① 補給額 

当該年度中に機構に支払った利子に対する補給額。 

ただし、全額対象とならない場合があります。 

 

② 対象借入限度額 

（必要と認める総事業
注１

費  － 補助
注２

金）×80／100＝対象借入限度額 

 

注１ 利子補給費交付対象事業ごとに異なる。 

◎新設、改築の事業 

・本体、冷暖房、昇降機、スプリンクラー、浄化槽等各工事費 

…………………… 利子補給対象単価  

 

・大型設備等工事費、解体撤去、仮設施設等各工事費 

         ……………………………………………費用の全額 

 

 ・備品購入費、設計監理費 ……………………………費用の全額 

 

◎拡張、大規模修繕等の事業 ……………………………費用の全額 

 

    ただし、土地取得費の利子補給対象借入限度額は 50,000千円 

 

  注２ 国・都補助金 

補給利率 
・福祉医療機構との契約利率とする。 

・保証人不要制度等による上乗せ利率分は除く。 

交付方法 
四半期ごと（福祉医療機構への支払後）年 4回 

当該年度に支払わなかった利子は補給しない。 

補給期間 30年以内。 

取 消     

補給決定取消（変更） 

①事情変更による特別の必要性 

②虚偽の記載 

延滞損害金 延滞損害金は補給しない。 
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案   内   図 
 

 

 

 

 

 

〒１６３－０７１８    

東京都新宿区西新宿２－７－１ 小田急第一生命ビル１６階 

 

事業者支援部 運営支援室 施設支援担当 

      ＴＥＬ ０３（３３４４）８６３５ 

      ＦＡＸ ０３（３３４４）８５９６ 

【https://www.fukushizaidan.jp/】 

 

https://www.fukushizaidan.jp/

